
 

中国会計税務実務  

2020年第 5号 

今回のテーマ：新型肺炎の拡大防止への支援に関する税収優遇政策―公益性寄付

に対する優遇措置 

新型肺炎の発生を受け、肺炎対応にあたっている医療従事者は最前線で懸命に尽力している。また各分
野の企業も今回の新型肺炎対応のために寄付を行い、感染拡大防止のために一丸となっている。中国政
府は新型肺炎の感染防止・抑制を支えるため、財政部、税関総署、国家税務総局は「国家税務総局に
よる新型肺炎の拡大防止・抑制への支援に関する税収徴収管理事項の公告」（2020 年第 4 号）、
「財政部、税関総署、国家税務総局による新型肺炎の拡大防止・抑制に用いられる輸入品に関する免
税政策の公告」（2020 年第 6 号）、「財政部、税務総局による新型肺炎の拡大防止・抑制への支援
に関する税収政策の公告」（2020年第8号）、及び「財政部、税務総局による新型肺炎の拡大防止・
抑制への支援に関する寄付税収政策の公告」（2020 年第 9 号）を公表した。 

主な内容： 

増値税、消費税、及び付加税費 
関連法規 優遇税制 具体的な手続き 有効期間 

（1）「財政部、税務

総局による新型肺炎の

拡大防止・抑制への支

援に関する寄付税収政

策の公告」（2020 年

第 9 号） 

（2）「国家税務総局

による新型肺炎の拡大

防止・抑制への支援に

関する税収徴収管理事

項の公告」（2020 年

第 4 号） 

 2020 年 1 月 1 日より、

企業及び個人が、自社生

産・委託生産・購入した物

品を、非営利団体あるい

は県以上の人民政府等の

国家機関を通じて、または

直接、防疫を行う病院へ

新型肺炎防疫活動のため

に寄付する場合、寄付品

に係る増値税、消費税、

城市維護建設税、教育

費付加税、地方教育付

加税を免除する。 

・納税人は増値税、消費税免除優遇

税制を適用する場合、自主的な免税

申告が可能であり、関連免除の届出

手続きを行う必要はないが、審査に備

えるために関連証明資料を保存しなけ

ればならない。増値税納税を申告する

際に、「増値税納税申告表」及び「増

値税減免税明細表」の関連欄に記入

しなければならない。消費税納税を申

告する際に、「消費税納税申告表」及

び「本期減（免）税額明細表」の関

連欄に記入しなければならない。  

・2020 年 1 月

1 日より発効す

る。 

失効日は感染

の状況を鑑み

て、別途公表

する。 

お見逃しなく： 

 優遇税制の実施期間：4 号、８号と９号公告はいずれも 2020 年 1 月 1 日より施行される。新型肺炎
がまだ終息していないため、具体的な失効日は状況を鑑みて、別途公表する。 

 上記新型肺炎の拡大防止・抑制に関する重点物資の生産企業リストは、省級及び省級以上の発展改革
部門、工業及び情報技術部門により規定される。 

 規定に従い増値税免除優遇税制を適用する企業は、「増値税専用発票」を発行してはいけない。「増値
税専用発票」がすでに発行された場合には、それに対応する「紅字発票」を発行する、もしくは発行済み発
票を廃棄後、規定に従い増値税免税政策を適用し、且つ 0 税率の普通発票を再発行する。上記「紅字
発票」を発行すべきであるがまだ未発行の場合には、先行して増値税免除優遇税制を適用可能であり、優
遇税制の失効期日から一ヶ月以内に「紅字発票」を発行しなければならない。納税人は優遇税制を適用
した売上金額及び数量を、課税売上金額及び数量として増値税、消費税申告を行った場合には、申告し
たデータを修正する、もしくは次期申告の際には調整が可能である。すでに納付した場合は、免税に該当す
る部分の税金還付を申請すること、もしくは将来の納付額から控除することが可能である。 
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企业所得税 
関連法規 優遇税制 具体的な手続き 有効期間 

（1）「財政部、税務

総局による新型肺炎

の拡大防止・抑制へ

の支援に関する寄付

税収政策の公告」

（2020 年第 9 号） 

（2）「国家税務総

局による新型肺炎の

拡大防止・抑制への

支援に関する税収徴

収管理事項の公告」

（2020 年第 4 号） 

 企業及び個人が、公益性

社会組織あるいは県以上

の人民政府等の国家機関

を通じて寄付した新型コロ

ナウィルスによる肺炎防疫

活動用の現金・物品に対

して、所得税算定時に全

額控除が認められる。 

・企業が全額控除政策を適用する場合、

「自主判断、申請による享受、調査に備

えるための関連資料の保管」の制度を採

用し、寄付全額控除に関する情報を企

業所得税納税申告表の関連欄に記入

しなければならない。 

・2020 年 1 月

1 日より発効す

る。 

失効日は感染

の状況を鑑み

て、別途公表

する。 

 企業及び個人が、直接防

疫を行う病院へ新型コロナ

ウィルスによる肺炎防疫用

の物品を寄付する場合、

所得税算定時に当該物

品の全額控除が認められ

る。 

・寄付側は防疫を行う病院から発行され

た受領証明により控除手続きを実施す

ることができる。 

・企業は防疫を行う病院により発行された

受領証明を取得し、控除証憑として審

査に備えるために保存しなければならな

い。 

 
お見逃しなく： 
 公益性社会組織は、法に基づき公益性寄付金の控除に係る資格を取得した社会組織である。 

 
輸入関税、増値税と消費税 

関連法規 優遇税制 具体手続き 有効期間 

「財政部、税関総署、

国家税務総局による

新型肺炎の拡大防

止・抑制に用いられる

輸入品に関する免税

政策の公告」（2020

年第 6 号） 

 2020 年 1 月 1 日から 2020 年３

月 31 日まで、「慈善寄付物資の輸

入税免除に関する暫定弁法」が規

定する輸入税免除の範囲を適宜拡

大し、新型肺炎の拡大防止・抑制の

ため寄付された輸入品に対し、輸入

関税、輸入プロセスにおける増値税と

消費税を免除する。 

・関連企業は2020年９月30

日までに税関に税金還付手

続きを行わなければならない。

免税の輸入品は、税関総署

による 2020 年第 17 号公告

により、優先的に登記、通関

が許可され、後から関連手続

きを行うことが可能である。 

・2020 年 1 月

1 日より発効す

る。 

2020 年３月

31 日まで有効

である。 

お見逃しなく： 

 輸入物資に、試剤・消毒品・防護用品・救護車・防疫車・消毒用車・災害対策本部車を加える。 
 免税範囲に、国内関連政府部門・企業事業単位・社会団体・個人及び訪中或いは中国在住の外

国籍者により、国外或いは税関特殊監管区からの輸入また直接寄付、国内加工貿易企業による寄
付を加える。寄付物資は新型肺炎の予防に直接使用し且つ前述の（1）項或いは『慈善寄付物資
の輸入税免除に関する暫定弁法』の規定に合致するものとする。 

 受益者に、省級民政部門或いはその指定単位を加える。省級民政部門は指定の単位リストを所在
地の直属の税関及び省級税務部門に報告する。財政部、税関総署、国家税務総局による 2020
年第 6 号公告の項目内の免税輸入品は、既に徴収した免税となるべき税額は還付する。その内、徴
税済みの輸入増値税額で仕入増値税額が未申告である場合、管轄の税務機関に「新型肺炎の拡
大防止・抑制に用いられる輸入品に係る仕入増値税額未控除証明」を提出し、税関が徴収した輸
入関税と輸入増値税・消費税の還付手続きを税関に申請することができる。既に仕入増値税額を申
告した場合、税関が徴収した輸入関税と消費税の還付手続きのみを申請することができる。 

以上 
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